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編集者のことば
本号は、 2000年度から始まった都市研究所の共同研究「大都市における環境と社会経済システムの再編
に関する総合的研究」プロジェクトの中途成果報告である。
1990年以降の地価下落は金融機関の不良債権を生み、貸し渋りをもたらしている。貸し渋りを解消し金
融市場を活性することによって都市の再生、さらには日本経済の再生に結ひーっくとの観点から、山崎福寿
「金融機関の貸し渋りと不良債権一都市の再生に向けてー」は、短期賃借権の改正による効果を検討して
いる。
続く報告は社会学グループによる報告である。松本康・原田謙 i2000年東京版総合社会調査の概要一調
査設計、調査方法、回答率一」は、 2000年9月に実施した総合社会調査の概要についての報告である。因
子生態学的な分析をもとに、地域類型を構成し、母集団の層化を行って抽出された3000人に対し、年齢、
性別、家族状態、社会経済的地位、集団参加、社会的ネットワーク、職業移動、家族意識などについて行っ
た調査の概要を示したものである。続いての報告は、東京都居住者対象のパーソナルネットワーク調査の
結果を報告するものである。中尾啓子「パーソナルネットワークの概要と特性一東京都居住者対象のネッ
トワーク調査から 」では、個人のパーソナルネットワークは性別、年齢、教育程度、職業によって異な
る、たとえば、女性のネットワークは男性と比べて親族を含む割合が高い、ことなどが示される。また、
ネットワークを規定する要因も性別で異なるが、男性の場合は学歴による違いがあるのに対して、女性の
場合には既婚か未婚かによって大きく影響されることなどが示されている。林拓也「キャリア・アスピレー
ションをめぐる構造要因と社会化要因Jでは、職業経歴にある人々のアスピレーションを規定する構造要
因と社会化要因の効果を検証し、対象者の獲得的地位や所属する企業規模、また、帰属的な社会関係や対
象者のパーソナルネットワーク構成員の職業的地位、つまりは選択的な社会関係による影響が見られるこ
とが示されている。星敦士「階層帰属意識の判断メカニズム一地位認知に対するパーソナルネットワーク
の影響-Jでは、階層帰属意識が個人がもっ経済的資源(収入)と関係的資源(パーソナルネットワーク
の社会的地位)によって判断されているとともに、交際している他者との相対的な比較によっても影響さ
れていることを明らかにしている。小山雄一郎「トラフゃル処理における専門家へのアクセスと社会的資源ー
属性およびパーソナルネットワークとの関連を中心に一」は、専門家へのアクセスが性別で異なること、
たとえば、ネットワーク内の専門家への直接的アクセスに関しては、男性の場合には職業的地位の、女性
の場合には学歴による同類的結合の影響の大きいことが示唆されている。田辺俊介「外国人への排他性と
ノfーソナルネットワークJでは、男性は自分の周囲の人々の意見との同調という側面でネットワークの効
果が見られるのに対して、女性では様々なネットワークを持つことが寛容性を高めるという効果が見られ
ることを示している。
続く 3つの報告は年賀状を用いた調査の結果で、ある。矢部拓也「拡大パーソナルネットワーク概念と年下
賀状事例調査の方法論的検討」は、年賀状調査より、親族よ友人といった社会的文脈の役割の存在が認め
られることから、年賀状によってパーソナルネットワーク形成過程とライフヒストリーとの関連を明らか
にすることができること示唆している。また、柳信寛「パーソナルネットワークの変容とライフコース」
は定年退職によるパーソナルネットワークの変容をみるための調査結果を示したものであるが、ネットワー
クは個人差が大きいことが示されている。高木竜輔・矢部拓也「吉野川可動堰をめぐる徳島市民の署名活
動とパーソナルネットワーク」は住民投票運動での署名依頼が活動家の年賀状で示されるパーソナルネッ
トワークに全面的に依存していたのではなく、慎重に選択されていたことを示している。
可動堰の問題はまさに住民の合意形成のあり方が問われるものであるが、榊原他の「住環境整備におけ
る合意形成のあり方に関する考察ー神奈川県川崎市の小田地区の密集市街地整備を事例として一」は、住
民の合意形成ツールとしてAHPの適用性の検討を行い、事例研究によりAHPの有効性を明らかにしてい
る。
ところで、都市の昔からの商庖街は近年、客の減少などによって以前のような活気のない所が多い。商
庖街の活性化という問題を考察するためにはまず、実態を把握することが必要であろう。佐藤祐一郎・杉
浦芳夫・坪本裕之「東京下町荒川仲町通り商庖街の商業構造(l)Jは、荒川仲町通り商庖街の経営実態に
ついてのアンケート調査の報告である。
朝日ちさと・萩原清子「水道水におけるリスクの経済的評価ー数値計算による投資決定に関する試論-J
は、近年の水道水の汚染発現が確率的あるいは突発的であるリスクと捉え、このようなリスクに対する公
共投資の便益を測るために個人の顕示行動を表すモデルを用いてリスクの評価をいくつかの想定のもとで
行ったものである。その結果、水質汚染が進んでいる地域、技術的効果の小さい投資、リスクが大きいと
いう認知ほど評価額が低くなる、すなわち、公共投資に対する期待が低くなることが示された。
なお、総合都市研究の投稿規定と執筆要領(巻末に掲載)はそれぞれ2001年6月と 5月に改訂され、本
号から適用されている。
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